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(百万円未満切捨て)
１．2022年３月期の連結業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 11,934 8.5 1,287 43.6 1,306 39.4 873 41.2

2021年３月期 11,002 △4.2 896 11.1 937 14.0 618 8.4

(注) 包括利益 2022年３月期 858 百万円 ( 26.0％) 2021年３月期 681 百万円 ( 31.6％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年３月期 55.00 ― 5.4 6.2 10.8

2021年３月期 38.95 ― 4.0 4.5 8.1

(参考) 持分法投資損益 2022年３月期 ―百万円 2021年３月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 21,452 16,441 76.6 1,035.90

2021年３月期 20,845 15,775 75.7 993.97

(参考) 自己資本 2022年３月期 16,441百万円 2021年３月期 15,775百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年３月期 1,378 △679 △462 3,759

2021年３月期 1,549 △539 △853 3,521

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年３月期 ― 0.00 ― 11.00 11.00 174 28.2 1.1

2022年３月期 ― 0.00 ― 17.00 17.00 269 30.9 1.7

2023年３月期
(予想)

― 0.00 ― ― ― ―

(注）１ 2022年３月期期末配当金の内訳
　 普通配当 15円00銭 記念配当 ２円00銭（50周年記念配当）

２ 2023年３月期（予想）配当金につきましては、現時点において未定です。具体的な配当金額につきまして
は、決定後速やかに公表いたします。

　



３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 6,182 5.2 660 3.0 668 2.8 448 2.4 28.26

通 期 12,483 4.6 1,341 4.2 1,367 4.7 923 5.8 58.18

　

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ―社 (社名) ― 、除外 ―社 (社名) ―

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期 15,871,400 株 2021年３月期 15,871,400 株

② 期末自己株式数 2022年３月期 42 株 2021年３月期 42 株

③ 期中平均株式数 2022年３月期 15,871,358 株 2021年３月期 15,871,388 株

　

(参考) 個別業績の概要

１．2022年３月期の個別業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 10,065 10.1 1,200 55.6 1,234 50.0 830 51.9

2021年３月期 9,140 △4.8 771 5.5 822 8.6 546 1.4
　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年３月期 52.33 ―

2021年３月期 34.44 ―

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 20,295 16,264 80.1 1,024.79

2021年３月期 19,715 15,640 79.3 985.48

(参考) 自己資本 2022年３月期 16,264 百万円 2021年３月期 15,640 百万円

　

２．2023年３月期の個別業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 5,160 4.3 591 △1.4 400 △2.2 25.26

通 期 10,474 4.1 1,283 4.0 870 4.8 54.85

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　当社は、2022年５月31日（火）に決算説明会の資料を開示するとともに、ホームページに動画配信を掲載する予定

です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、政府より度重なる緊急事態宣

言や自治体によるまん延防止等重点措置の発令がされる等、長期間に渡り経済活動が抑制されたことにより、回復は

緩やかなものにとどまりました。また、世界経済においては、米国の長期金融政策やウクライナ情勢の影響に加え、

米欧を中心に物価と金利の上昇圧力が消費の抑制要因となる等様々な景気下振れリスクに直面しております。

当社グループの主要業務である廃棄物処理業につきましては、循環型社会形成の推進及び資源の有効利用促進とい

った、環境保全や法令遵守において当業界に対する社会的要求の高まりに応える努力と変革が求められており、ま

た、コロナ禍において政府が定めた「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」により、緊急事態宣言時に

おいても国民の安定的な生活の確保や社会の安定の維持のため、十分な感染防止策を講じつつ、事業を継続すること

が求められております。

このような経営環境の下、一般廃棄物及び産業廃棄物の収集運搬処分業務を主業とし、より厳格なコンプライアン

スや適正処理の推進、顧客ニーズに合致する営業活動と業容の拡大に取り組んでまいりました。また、資源相場が回

復したこと及び徹底した原価低減を継続したこと等により、前年同期に比べ大幅な増収増益となりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は11,934,658千円（前年同期比8.5％増）となりました。営業利益は1,287,541

千円（前年同期比43.6%増）、経常利益は1,306,638千円（前年同期比39.4%増）、親会社株主に帰属する当期純利益

は873,000千円（前年同期比41.2%増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産は、6,256,562千円となり、前連結会計年度末に比べ、407,347千円増加いた

しました。主な要因は、現金及び預金が237,411千円、売掛金が106,824千円及び有価証券が80,918千円増加したこ

とであります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は、15,196,389千円となり、前連結会計年度末に比べ、199,781千円増加い

たしました。主な要因は、鹿浜リサイクルセンター既存建物建替え工事の完成等により建物および構築物が

582,187千円増加し、建設仮勘定が413,412千円減少したことであります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は2,055,765千円となり、前連結会計年度末に比べ13,139千円増加い

たしました。主な要因は、買掛金が13,261千円、未払法人税等が91,168千円増加し、未払消費税等の減少等により

流動負債その他が93,501千円減少したことであります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は2,956,067千円となり、前連結会計年度末に比べ71,510千円減少い

たしました。主な要因は、約定返済により長期借入金が85,515千円減少したことであります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は16,441,117千円となり、前連結会計年度末に比べ665,499千円増加い

たしました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益873,000千円及び配当金の支払174,584千円により利益

剰余金が679,959千円増加したことであります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度の期末残

高に比べ、237,410千円増加し、3,759,339千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の営業活動により増加した資金は1,378,824千円(前連結会計年度は1,549,225千円の収入)となり

ました。主な要因は、税金等調整前当期純利益1,296,834千円、減価償却費544,525千円の計上があった一方で、法

人税等の支払額365,992千円があったことによるものです。

　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の投資活動により減少した資金は679,177千円(前連結会計年度は539,982千円の支出)となりまし

た。主な要因は、鹿浜リサイクルセンター既存建物建替え工事等の有形固定資産の取得による支出577,723千円及

び保険積立金の積立による支出127,338千円によるものです。

　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の財務活動により減少した資金は462,236千円(前連結会計年度は853,524千円の支出)となりまし

た。主な要因は、長期借入れによる収入250,000千円及び長期借入金の返済による支出356,399千円、ファイナン

ス・リース債務の返済による支出209,413千円、配当金の支払による支出174,784千円によるものです。

（４）今後の見通し

今後のわが国の経済情勢は、新種の新型コロナウイルス拡大を防ぐための総合的な対策を講じる可能性もありま

すが、ワクチン接種の普及等により対策は緩和されつつあり、内外需ともに徐々に回復していくものと思われま

す。

このような環境の下で、当社グループは引き続きコンプライアンス重視の姿勢を一貫し、営業力の強化と、より

一層の安全と安心を求める社会的要求に応える体制を整えるべく投資を行い、事業の拡大を目指していきたいと考

えております。

次期(2023年３月期)の連結業績見通しは、収集現場数が順調に伸びる収集運搬・処分事業と資源相場が回復して

いるリサイクル事業において、増収傾向が基調となり、売上高は12,483百万円(前年同期比4.6%増)を見込んでおり

ます。また、徹底した原価低減を継続させること等により、営業利益は1,341百万円(同4.2%増)、経常利益は1,367

百万円(同4.7%増)を見込んでおります。また、親会社株主に帰属する当期純利益は923百万円(同5.8%増)を見込ん

でおります。

なお、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において当社が入手し

ている情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のもので

はありません。また、実際の業績等は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、会計基準につきましては日

本基準を適用しております。なお、IFRS（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の情勢を考慮の上、

適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,484,142 4,721,553

売掛金 1,275,879 1,382,703

有価証券 － 80,918

商品 4,388 5,014

貯蔵品 21,849 16,116

前払費用 46,684 44,341

その他 16,689 6,183

貸倒引当金 △420 △270

流動資産合計 5,849,214 6,256,562

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,759,257 2,341,444

土地 8,814,648 8,905,681

リース資産（純額） 532,321 462,618

建設仮勘定 413,412 －

その他（純額） 354,645 345,756

有形固定資産合計 11,874,284 12,055,501

無形固定資産

その他 69,699 48,519

無形固定資産合計 69,699 48,519

投資その他の資産

投資有価証券 860,365 758,336

繰延税金資産 314,613 356,326

保険積立金 1,683,313 1,788,932

その他 195,864 189,963

貸倒引当金 △1,532 △1,191

投資その他の資産合計 3,052,623 3,092,368

固定資産合計 14,996,608 15,196,389

資産合計 20,845,822 21,452,951
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 304,940 318,201

短期借入金 137,632 165,992

1年内返済予定の長期借入金 337,652 316,768

リース債務 240,872 233,061

未払法人税等 225,867 317,035

賞与引当金 201,769 204,315

その他 593,892 500,391

流動負債合計 2,042,626 2,055,765

固定負債

長期借入金 943,666 858,151

リース債務 334,005 269,883

繰延税金負債 678,894 679,694

退職給付に係る負債 583,720 645,833

役員退職慰労引当金 436,462 451,233

その他 50,829 51,270

固定負債合計 3,027,578 2,956,067

負債合計 5,070,204 5,011,833

純資産の部

株主資本

資本金 827,736 827,736

資本剰余金 1,400,341 1,400,341

利益剰余金 13,347,350 14,027,309

自己株式 △40 △40

株主資本合計 15,575,388 16,255,347

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 200,229 185,770

その他の包括利益累計額合計 200,229 185,770

純資産合計 15,775,618 16,441,117

負債純資産合計 20,845,822 21,452,951
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 11,002,265 11,934,658

売上原価 9,045,179 9,543,306

売上総利益 1,957,085 2,391,351

販売費及び一般管理費 1,060,773 1,103,810

営業利益 896,312 1,287,541

営業外収益

受取利息 578 602

受取配当金 11,417 10,855

保険解約返戻金 17,169 9,476

保険事務手数料 5,152 5,443

雇用調整助成金 18,837 －

その他 8,624 12,037

営業外収益合計 61,779 38,415

営業外費用

支払利息 20,737 17,825

その他 169 1,492

営業外費用合計 20,906 19,318

経常利益 937,185 1,306,638

特別利益

固定資産売却益 10,305 4,111

投資有価証券売却益 17,600 －

特別利益合計 27,905 4,111

特別損失

固定資産売却損 1,535 168

固定資産除却損 40,745 4,129

投資有価証券評価損 － 9,617

特別損失合計 42,280 13,915

税金等調整前当期純利益 922,810 1,296,834

法人税、住民税及び事業税 329,316 450,141

法人税等調整額 △24,730 △26,308

法人税等合計 304,586 423,833

当期純利益 618,224 873,000

親会社株主に帰属する当期純利益 618,224 873,000

連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益 618,224 873,000

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 63,262 △14,459

その他の包括利益合計 63,262 △14,459

包括利益 681,486 858,541

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 681,486 858,541
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 827,736 1,400,341 12,903,711 ― 15,131,790

当期変動額

剰余金の配当 △174,585 △174,585

親会社株主に帰属す

る当期純利益
618,224 618,224

自己株式の取得 △40 △40

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 443,638 △40 443,598

当期末残高 827,736 1,400,341 13,347,350 △40 15,575,388

その他の包括利益累計額

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 136,966 136,966 15,268,757

当期変動額

剰余金の配当 △174,585

親会社株主に帰属す

る当期純利益
618,224

自己株式の取得 △40

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

63,262 63,262 63,262

当期変動額合計 63,262 63,262 506,860

当期末残高 200,229 200,229 15,775,618
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　当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 827,736 1,400,341 13,347,350 △40 15,575,388

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ― △18,456 ― △18,456

会計方針の変更を反映

した当期首残高
827,736 1,400,341 13,328,893 △40 15,556,931

当期変動額

剰余金の配当 △174,584 △174,584

親会社株主に帰属す

る当期純利益
873,000 873,000

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 698,415 ― 698,415

当期末残高 827,736 1,400,341 14,027,309 △40 16,255,347

その他の包括利益累計額

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 200,229 200,229 15,775,618

会計方針の変更によ

る累積的影響額
― ― △18,456

会計方針の変更を反映

した当期首残高
200,229 200,229 15,757,161

当期変動額

剰余金の配当 △174,584

親会社株主に帰属す

る当期純利益
873,000

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△14,459 △14,459 △14,459

当期変動額合計 △14,459 △14,459 683,956

当期末残高 185,770 185,770 16,441,117
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 922,810 1,296,834

減価償却費 603,852 544,525

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20,407 14,771

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,560 2,546

貸倒引当金の増減額（△は減少） 389 △491

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 54,672 62,113

受取利息及び受取配当金 △11,996 △11,457

支払利息 20,737 17,825

保険解約返戻金 △17,169 △9,476

投資有価証券売却損益（△は益） △17,600 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 9,617

固定資産売却損益（△は益） △8,770 △3,942

固定資産除却損 40,745 4,129

売上債権の増減額（△は増加） △63,519 △106,482

棚卸資産の増減額（△は増加） △4,923 5,106

仕入債務の増減額（△は減少） 20,482 13,261

未払消費税等の増減額（△は減少） 213,660 △137,733

預り金の増減額（△は減少） △490 △932

その他 △9,705 51,116

小計 1,765,142 1,751,331

利息及び配当金の受取額 11,756 11,117

利息の支払額 △20,314 △17,632

法人税等の支払額 △207,359 △365,992

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,549,225 1,378,824

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 4,997 △0

有形固定資産の取得による支出 △440,709 △577,723

有形固定資産の売却による収入 10,525 5,802

有形固定資産の除却による支出 △40,669 △3,151

無形固定資産の取得による支出 △2,500 △5,508

投資有価証券の取得による支出 △9,255 △9,004

投資有価証券の売却及び償還による収入 25,000 －

保険積立金の積立による支出 △124,451 △127,338

保険積立金の払戻による収入 39,394 37,931

その他 △2,313 △183

投資活動によるキャッシュ・フロー △539,982 △679,177
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △36,084 28,360

長期借入れによる収入 － 250,000

長期借入金の返済による支出 △345,505 △356,399

社債の償還による支出 △40,000 －

自己株式の取得による支出 △40 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △257,268 △209,413

配当金の支払額 △174,626 △174,784

財務活動によるキャッシュ・フロー △853,524 △462,236

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 155,718 237,410

現金及び現金同等物の期首残高 3,366,210 3,521,928

現金及び現金同等物の期末残高 3,521,928 3,759,339
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はございません。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、従来は、収集運搬事業において、一部顧客（商業施設に入居するテナント等）に対して、運搬

費処理費込のごみ袋を顧客へ引き渡した時点において収益として認識しておりましたが、顧客が使用したごみ

袋数を合理的な計算方法によって見積って収益として認識し、使用されていないと見積もったごみ袋数の売上

相当額を流動負債その他として計上しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、繰越利益剰余金の期首残高は18,456千円減少しております。また、当連結会計年度の売上高は

1,179千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,179千円減少しておりま

す。

（時価の算定に関する会計基準の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響は

ありません。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

当社グループは、総合廃棄物処理事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

　１株当たり純資産額 993.97円 1,035.90円

　１株当たり当期純利益 38.95円 55.00円

潜在株式調整後
　１株当たり当期純利益

― ―

(注) １．潜在株式は存在しないため潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、記載していません。
　 ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

　１株当たり当期純利益（円） 38.95 55.00

　親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 618,224 873,000

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 618,224 873,000

　普通株式の期中平均株式数(株) 15,871,388 15,871,358

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当連結会計年度末
(2022年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 15,775,618 16,441,117

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 15,775,618 16,441,117

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の
数（株）

15,871,358 15,871,358

(重要な後発事象)

該当事項はございません。

　


